
様式第33号の２ 

証 明 願 

 

  年  月  日 

           市町村長 

 

 

 下記事項に該当する者であることを証明願います。 

 

 

住 所 

 

氏 名 

 

（世帯主氏名） 

 

職 業 

 

 ※農業、水産業又は林業に従事している方はこちらにチェックを付けて下さい。□ 

 

証 明 書 

証

明

事

項 

１ 控除対象配偶者または扶養親族のいずれにも該当せず、かつ、本年度の県民税の

所得割額を納付することを要しない者である。 

２ 控除対象配偶者または扶養親族に該当する者であつて、かつ、その者を扶養して

いる者が、本年度の県民税の所得割額を納付することを要しない者である。 

３ 控除対象配偶者または扶養親族に該当する者であつて、かつ、その者を扶養して

いる者が、本年度の県民税の所得割額を納付することを要する者である。ただし、

当該申請者が農業、水産業または林業に従事している者である。 

〔該当するものに○印を付してください。〕 

 

〔   証第    号〕 

 

 上記のとおり相違ないことを証明します。 

 

      年  月  日 

 

市町村長          印 

 

 

注 用紙の大きさは、日本工業規格Ａ列４番とします。 



狩猟税の軽減税率の適用を受けようとする方へ                                

 

 狩猟税において、11,000円または5,500円の軽減税率の適用を受けることができる方は、第一種

銃猟免許、網猟免許またはわな猟免許に係る狩猟者の登録を受ける方で、次の要件の１,２および

３のいずれかに 該当する場合ですのでご注意ください。 

                                                     

             【軽減税率の適用要件】                        

 

 

あなたは、本年度の県民税 

の所得割額を納付すること 

を要しますか。 

 

 

 

 

あなたは、他の者の控除 

対象配偶者あるいは扶養 

親族になっていますか。 

 

 

 

 

あなたを扶養している人が、 

本年度の県民税の所得割額を 

納付することを要しますか。 

 

 

 

 

あなたは、農業、林業、水産業 

に従事していますか。 

(下記注意を参照してください｡) 

 

 

 

 

 

表面証明書の 

証明該当事項 

 

 

軽減税率の 

適用の有無 

 

 

 

  注意：「農業、林業、水産業に従事する者」とは、年を通じて継続的にまたは断続的にこれ 

 らの事業に従事する者をいい、例えば、農業を営む者の扶養家族が夏期休暇中にたま 

 たま農作業を行う場合等は含まれません。 

納付することを 

要しない 

納付することを 

要する 

他の者の控除対象 

配偶者あるいは扶養

親族になっていない 

他の者の控除対象 

配偶者あるいは扶養

親族になっている 

納付することを 

要しない 

納付することを 

要する 

農業、林業、

水産業に従事

している 

農業、林業、

水産業に従事

していない 

１  ２  ３ 

適用 適用 適用         不適用   不適用 


